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 金融機能強化法③ 

 ○○銀行においては、新頭取の下、取引先の
ターゲットを明確にした上で、ミドルリスク層に対す
る融資等を通じ、徹底した本業支援の取組みを行
い始めたところであり、今後、これらの取組みをよ
り具体化し着実に実行していくことが期待される。 

 
 

 ○○銀行においては、従来から展開している独
自の取組みに改善を加えるなど、地元企業への
本業支援を通じた地域経済の活性化に貢献する
ビジネスモデルが十分に確立されている。今後、
自らが設定した目標（ＫＰＩ）の達成状況もフォロー
し、計画に則ってしっかりと実績を上げていくこと
が期待される。 

 ○○銀行においては、新業務を掲げており、銀
行全体の意識改革を行うなど頭取の決意が見ら
れ、公的資金の有効活用という点で評価できるよ
うなモデルが示されている。 

 震災特例により資本参加した金融機関において
は、実効性ある具体的な施策を講じていくとともに、
本則適用の金融機関と同様に、地域のミドルリス
ク層へのコミットや抜本的な事業再生支援の強化
等、更なる公的資金の有効活用に取り組む必要
があるのではないか。 
 

 各行においては、事業承継についても、より踏み
込んで顧客のニーズを把握し、真に企業が強くな
るためのソリューションを提示していただきたい。 
 

金融機能強化審査会での意見 
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 地元企業への本業支援について、人事評価へ
反映させることや、PDCAサイクルを回して持続的
に取り組むことにより、行員の意識・姿勢にも変化
が現れるとともに、貸出しの量的な面と金利面で
の結果に繋がっていくことが証明され、各行の組
織カルチャーが少しずつ変わってきたという印象を
受けた。 

金融機能強化審査会議事要旨より抜粋 





（※）は返済済み 

 （参考）金融機能強化法に基づく資本参加実績 

所在地
資本参加日
（払込日）

資本参加額 所在地
資本参加日
（払込日）

資本参加額

① 紀陽銀行 和歌山県 18年11月13日 (※)315億円 ⑫ 北都銀行 秋田県 22年 3月31日 100億円

② 豊和銀行 大分県 18年12月18日 (※)90億円 ⑬ 宮崎太陽銀行 宮崎県 22年 3月31日 130億円

③ 北洋銀行 北海道 21年 3月31日 (※)1,000億円 ⑭ ぐんまみらい信用組合 群馬県 24年12月28日 250億円

④ 福邦銀行 福井県 21年 3月31日 60億円 ⑮ 豊和銀行 大分県 26年 3月31日 160億円

⑤ 南日本銀行 鹿児島県 21年 3月31日 150億円 ⑯ 東京厚生信用組合 東京都 26年 3月31日 50億円

⑥ みちのく銀行 青森県 21年 9月30日 200億円 ⑰ 横浜幸銀信用組合 神奈川県 26年 3月31日 190億円

⑦ きらやか銀行 山形県 21年 9月30日 (※)200億円 ⑱ 釧路信用組合 北海道 26年12月12日 80億円

⑧ 第三銀行 三重県 21年 9月30日 300億円 ⑲ 滋賀県信用組合 滋賀県 26年12月12日 90億円

⑨ 山梨県民信用組合 山梨県 21年 9月30日 450億円 ⑳ 全国信用協同組合連合会 東京都 27年12月22日 106億円

⑩ 東和銀行 群馬県 21年12月28日 350億円 ㉑ 全国信用協同組合連合会 東京都 28年12月27日 62.4億円

⑪ 高知銀行 高知県 21年12月28日 150億円 【計】 4,483.4億円

金融機関名金融機関名

各銀行の返済日（普通株式の一斉取得日）は、資本参加から15年以内 

５ 




